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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　（一）審査の冒頭で申請者から、改めて本論文について、その基本的な視角と各章ごとの要点に関して概
要説明が行われた。これに対して審査委員からはまず、フランスのNATO統合軍事機構からの離脱をめぐり、
これまで先行研究において全面的で本格的な分析がなされてこなかった背景をどのように捉えているかにつ
いて質問が出された。これに対して申請者は、とりわけ日本における従来研究では、NATO離脱が、欧米
間の既存の秩序を変えようとする様々な試みが挫折した結果、ドゴールがやむを得ず選択した結果であると
いった消極的な評価が支配的であったからであろうとの認識を披歴し、上に記してきたような、問題の根本
的な再検討と再評価の重要性を強調した。
　次いで審査委員から、「独自外交」にドゴールを駆り立てることになった彼の政治理念や情念を理解する
ために、青年期以来の数々の政治体験を検証しておくことの重要性が挙げられた。とりわけ、第二次大戦に
あってルーズベルトやチャーチル、スターリンなど「三巨頭」に列することを志向しながら挫折した体験な
どが、彼がフランスの指導者に返り咲いてからの外交政策の展開にいかなる影響を及ぼしたのか、といった
側面からの考察が必要ではないかと指摘された。
　また審査委員からは、例えば一九六二年に米国がポラリスミサイルを英国に提供することで合意したナッ
ソー協定の背景にあった英仏協力の挫折がドゴールをして「NATO改革」に向かわせたという問題や、翌
六三年にドゴールが英国のEEC（欧州経済共同体）への加盟を拒否した問題など、ドゴール外交における「英
国ファクター」を分析することの重要性が指摘された。
　さらに審査委員からは、例えば「エリゼ宮協定」について、ドイツ議会では、NATOへの言及を避けた
協定とは逆にNATOとの協力関係を深めることが前提である旨が強調され、その結果、仏独提携はドゴー
ルの意思に反し、当初彼が期待していたような方向には進まなかったことにも示されているように、こうし
た独仏関係の複雑な側面をさらに掘下げるべきであったとの指摘が行われた。またさらに、ドゴール外交を
分析する前提として、ナショナリズムの問題に示されるように、フランス国内の政治過程との関連について
分析が深められるべきであった、との見解も出された。
　（二）以上のような諸問題を抱えているにもかかわらず、審査委員からは、ドゴールのNATO離脱とい
う研究課題について本論文は、米ソ間での核実験禁止条約交渉に際してドゴールが対置した核軍縮構想の問
題、米国のMLF構想への「カウンター・ポリシー」 として提案された「欧州核政策」の問題、さらには在
仏米軍基地の撤去問題など、従来研究では本格的な考察の対象と位置づけられてこなかった重要な諸テーマ
に正面から取り組み、その上で離脱問題をより広い視野から包括的に再検討しようと分析を深めたことが高
く評価された。
　さらにその際、多くの先行研究が依拠したところの関連文献資料の大半はもちろんのこと、何よりもフラ
ンスや米国の外交資料を始め膨大な一次資料が渉猟され、読み込まれ分析された研究姿勢も、併せて高く評
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価された。
　これらの評価に関連して審査会では、学界での評価も紹介された。それは、東京大学文学部の史學会が刊
行している『史學雑誌』で、本年五月に発行された「2010年の歴史学界―回顧と展望―」（第120編第５号）
と題する特集号における評価である。そこでは、本論文の軸をなした論考で『法と政治』（第60巻１号）に
掲載された山本健太郎「フランスのNATO統合軍事機構離脱とドゴールの同盟政策」について、ドゴール
によるNATO離脱の決定について「詳細かつ多角的に論じ」られているとして、より具体的に、「NATO
統合軍事機構離脱にいたる前史としての「NATO改革」の提案、ソ連の脅威の低下に基づくデタント政策
とそれが目指した東西同盟体制の「相互弛緩化」、フランス軍の西ドイツ駐留継続問題、米国の認識、そし
てフランス、米国、NATOそれぞれの安全保障に対する離脱の影響といった多面的な分析がなされている」
との考察が加えられ、高い評価が与えられているのである。
　以上に述べてきた審査は、関西学院大学大学院法学研究科の規定に従い、学内に広く公示をして本年
（二〇一一年）六月三〇日に公開の審査会として実施されたものである。口頭試問による審査を踏まえ、三
人の審査委員は全員一致で、申請者が「研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及び
その基礎となる豊かな学識を有すること」（学位規定）を確認し、本論文が博士学位申請論文としての水準
を十分に越える研究業績であることを報告する次第である。
